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日米安保条約５０年――自立的政治に向けて

講師は政治学者でも国際政治の専門家でもなく思想史の研究者。「戦争論」や「世界史

論」を論じ、現代世界の成立ち（物質面ではなく、なぜ、いかにして、現在理解されてい

るような世界が構成されたのか、あるいは世界が今のように考えられるに至ったのか）を

考えてきた。その観点から「９・１１」とアメリカの対応を考察し、２００８年の世界金

融危機の直後に「アメリカ、異形の制度空間」を発表した。それは世界史的観点からみて、

「“アメリカ”とは何か」という問いに答えようとするもの。それらの考察をふまえて「日

米安保５０年」の日本の政治について考えを述べる。

１）日米安保条約と自由民主党：戦後日本の内と外

・アジア太平洋戦争の敗戦とアメリカ占領－→東京裁判

・冷戦の深刻化とアメリカの世界戦略（ＣＩＡの創設、アメリカでのレッドバージ etc. ）

・サンフランシスコ条約(51 年)と米軍駐留、池田・ロバートソン会談(53年)

・自由民主党結成とＣＩＡの工作(55年)－→岸内閣の下での日米安保条約(60 年)

・沖縄返還(72年)、経済復興と貿易摩擦

・日米構造協議(89～90年)－→年次改革要望書(94 年、2001年～)

・小泉政権下での日本社会の改造、および自衛隊の米軍一体化（「（米軍）再編実施のための

日米のロードマップ」(05年)

２）「アメリカ」とは何だったのか？

・「新世界」の投影／「自由」の制度空間の設定／私的所有権にもとづく「自由」／

「民主化」＝「民営化」／拡大する「自由の空間」／世界の「アメリカ化」（他の基準が

立たない）－→「他者」の抹消／「自由」のシステムの破綻：“帝国”から“諸地域連鎖”

へ

３）２１世紀の世界

・日露戦争以来の「アングロ・サクソン志向」。敗戦によるトラウマ。

・アメリカとの相対――「日米関係」が「国際関係」を覆う。世界の多様な変化を見ない。

・数世紀ぶりに中国が「世界史」のアクターとなる（北京五輪が象徴）。

・日本は「西洋的価値」に身を預けて太平洋の対岸につく（「価値の共有」 etc. ）。

・日本の在来エリート層とメディアの「自発的隷従」――アメリカにつく（アメリカ中心

の世界を望む）ことで保身・利権。



■ 池田・ロバートソン会談覚書（抄） 朝日新聞１９５３年１０月２５日

-------------------------------------------------------------------------------------------------------------

（日共同声明・ワシントン １９５３年１０月３０）

（一） 日本の防衛と米国の援助

（Ａ） 日本側代表団は十分な防衛努力を完全に実現する上で次の四つの制約があること

を強調した。

（イ） 法律的制約 憲法第九条の規定のほか憲法改正手続きは非常に困難なものであ

り、たとえ国の指導者が憲法改正の措置を採ることがよいと信じたとしても、予見し得る

将来の改正は可能とはみえない。

（ロ） 政治的・社会的制約 これは憲法起草にあたって占領軍当局がとった政策に源

を発する。占領八年にわたって、日本人はいかなることが起っても武器をとるべきではな

いとの教育を最も強く受けたのは、防衛の任に先ずつかなければならない青少年であった。

（ハ） 経済的制約 国民所得に対する防衛費の比率あるいは国民一人当りの防衛費負

担額などによって他の国と比較することは、日本での生活水準がそれらの国のそれと似て

いる場合のみ意味がある。旧軍人や遺家族などの保護は防衛努力に先立って行なわれなけ

ればならぬ問題であり、これはまだ糸口についたばかりであるのにもかかわらず、大きい

費用を必要としている。また日本は自然の災害に侵されやすく、今会計年度で災害による

その額はすでに千五百億円に上っている。

（ニ） 実際的制約 教育の問題、共産主義の浸透の問題などから多数の青年を短期間

に補充することは不可能であるかあるいは極めて危険である。

（Ｂ） 会談当事者はこれらの制約を認めた上で

（イ） 十分とまではいえないにしてもともかく日本で防衛力といったものを作るだけで

はなく、これを維持するためにも今後数年間にわたり相当額の軍事援助が必要であること

に同意した。

米国側は日本側が考えている数およびその前提は低きに失することを指摘し、またこれ

らのものは重大な困難なしに発展向上させ得ると信じると述べた。日本側代表団は米政府

が考慮中の軍事援助の種類および金額を知りたいと希望している。また日本側代表団は提

示した計画の基本的前提を変えることなしに向上させ得る方法について示唆を受けること

を歓迎する。

（ロ） 米政府は、米国駐留軍のための日本の支出額は、日本自身の防衛計画のための支

出が増大するにつれて減少すべきものであることを認めかつ同意した。

（ハ） 会談当事者は日本国民の防衛に対する責任感を増大させるような日本の空気を助

長することが最も重要であることに同意した。日本政府は教育および広報によって日本に

愛国心と自衛のための自発的精神が成長するような空気を助長することに第一の責任をも

つものである。



ＣＩＡ：緒方竹虎を通じ政治工作――５０年代の米公文書分析

（毎日新聞 2009/07/26）

１９５５年の自民党結党にあたり、米国が保守合同を先導した緒方竹虎・自由党総裁を

通じて対日政治工作を行っていた実態が２５日、ＣＩＡ（米中央情報局）文書（緒方ファ

イル）から分かった。ＣＩＡは緒方を「我々は彼を首相にすることができるかもしれない。

実現すれば、日本政府を米政府の利害に沿って動かせるようになろう」と最大級の評価で

位置付け、緒方と米要人の人脈作りや情報交換などを進めていた。米国が占領終了後も日

本を影響下に置こうとしたことを裏付ける戦後政治史の一級資料と言える。

山本武利早稲田大教授（メディア史）と加藤哲郎一橋大大学院教授（政治学）、吉田則昭

立教大兼任講師（メディア史）が、０５年に機密解除された米公文書館の「緒方ファイル」

全５冊約１０００ページを、約１年かけて分析した。

内容は緒方が第４次吉田内閣に入閣した５２年から、自由党と民主党との保守合同後に

急死した５６年までを中心に、緒方個人に関する情報やＣＩＡ、米国務省の接触記録など。

それによると、日本が独立するにあたり、ＧＨＱ（連合国軍総司令部）はＣＩＡに情報

活動を引き継いだ。米側は５２年１２月２７日、吉田茂首相や緒方副総理と面談し、日本

側の担当機関を置くよう要請。政府情報機関「内閣調査室」を創設した緒方は日本版ＣＩ

Ａ構想を提案した。日本版ＣＩＡは外務省の抵抗や世論の反対で頓挫するが、ＣＩＡは緒

方を高く評価するようになっていった。

吉田首相の後継者と目されていた緒方は、自由党総裁に就任。２大政党論者で、他に先

駆け「緒方構想」として保守合同を提唱し、「自由民主党結成の暁は初代総裁に」との呼び

声も高かった。

当時、日本民主党の鳩山一郎首相は、ソ連との国交回復に意欲的だった。ソ連が左右両

派社会党の統一を後押ししていると見たＣＩＡは、保守勢力の統合を急務と考え、鳩山の

後継候補に緒方を期待。５５年には「ＰＯＣＡＰＯＮ（ポカポン）」の暗号名を付け緒方の

地方遊説にＣＩＡ工作員が同行するなど、政治工作を本格化させた。

同年１０～１２月にはほぼ毎週接触する「オペレーション・ポカポン」（緒方作戦）を実

行。「反ソ・反鳩山」の旗頭として、首相の座に押し上げようとした。

緒方は情報源としても信頼され、提供された日本政府・政界の情報は、アレン・ダレス

ＣＩＡ長官（当時）に直接報告された。緒方も５５年２月の衆院選直前、ダレスに選挙情

勢について「心配しないでほしい」と伝えるよう要請。翌日、ＣＩＡ担当者に「総理大臣

になったら、１年後に保守絶対多数の土台を作る。必要なら選挙法改正も行う」と語って

いた。

だが、自民党は４人の総裁代行委員制で発足し、緒方は総裁になれず２カ月後急死。Ｃ

ＩＡは「日本及び米国政府の双方にとって実に不運だ」と報告した。ダレスが遺族に弔電

を打った記録もある。

結局、さらに２カ月後、鳩山が初代総裁に就任。ＣＩＡは緒方の後の政治工作対象を、

賀屋興宣（かやおきのり）氏（後の法相）や岸信介幹事長（当時）に切り替えていく。

加藤教授は「冷戦下の日米外交を裏付ける貴重な資料だ。当時のＣＩＡは秘密組織では

なく、緒方も自覚的なスパイではない」と話している。【「アメリカよ」取材班】



【ことば】緒方竹虎

１８８８年山形市生まれ。１９１１年早稲田大学卒業後、朝日新聞社入社。政治部長、

編集局長、主筆を経て副社長。２・２６事件で同社を襲った陸軍将校と対峙（たいじ）し

名をはせた。国家主義者の頭山満や中野正剛らと親交があり、戦争末期に中国との和平を

試みた。４４年社主の村山家と対立し辞職。政界に転じ、小磯、東久邇両内閣で情報局総

裁。４６年公職追放、５１年解除。５２年に吉田首相の東南アジア特使となり自由党から

衆院議員当選。吉田内閣で官房長官や副総理を務めた。保革２大政党制や再軍備が持論で、

５４年に保守合同構想を提唱、自由党総裁に。５５年１１月の保守合同後、自由民主党総

裁代行委員。５６年１月死去。

◇解説「米の影響下」鮮明 日ソ接近防ぐ目的

ＣＩＡの「緒方ファイル」は、戦後の日本政治が、東西冷戦の下、水面下でも米国の強

い影響を受けながら動いていた様を示している。米情報機関が日本の首相を「作り」、政府

を「動かせる」という記述は生々しい。

ＣＩＡが日本で活動を本格化したのは、サンフランシスコ講和条約・日米安保条約が発

効した５２年からだ。米国では翌５３年１月、共和党のアイゼンハワー政権が誕生。同７

月の朝鮮戦争停戦を受け、新たなアジア戦略を打ち出そうとしていた。

それがＣＩＡの積極的な対日工作を促し、日ソ接近を防ぐ手段として５５年の保守合同

に焦点をあてることになった。当時の日本政界で、情報機関強化と保守合同に特に強い意

欲を持っていた緒方にＣＩＡが目をつけたのは当然でもあった。

ただ、ＣＩＡの暗号名を持つ有力な工作対象者は他にもいた。例えば同じ時期、在日駐

留米軍の施設を使って日本テレビ放送網を創設するため精力的に動いていた正力松太郎・

読売新聞社主（衆院議員、初代科学技術庁長官などを歴任）は「ＰＯＤＡＭ（ポダム）」と

呼ばれていた。

加藤哲郎・一橋大大学院教授（政治学）によると、「ＰＯ」は日本の国名を示す暗号と見

られるという。また、山本武利・早稲田大教授（メディア史）は「ＣＩＡは、メディア界

の大物だった緒方と正力の世論への影響力に期待していた」と分析する。

暗号名は、ＣＩＡが工作対象者に一方的につけるもので、緒方、正力両氏の場合、いわ

ゆるスパイとは異なるが、ＣＩＡとの関係は、メディアと政治の距離も問いかける。

時あたかも、政権交代をかけた衆院選が１カ月余り後に行われる。自民党結党時の政界

中枢にかかわる裏面史が、この時期に明るみに出たのも因縁めく。

また、自民党に代わり政権を担おうとしている民主党が、ここに来て、対米政策を相次

いで見直したのは、日本の政界が、政党の新旧を問わず、半世紀以上前から続く「対米追

随」の型を今なお引きずっているようにも見える。【後藤逸郎】



■正力松太郎（1885 年 4 月 11 日 - 1969 年 10 月 9 日）

日本の警察官僚、政治家で、読売新聞社社主を務めた。A 級戦犯に指定されたが不起訴

となった。従二位勲一等。日本におけるそれぞれの導入を推進したことで、プロ野球の父、

テレビ放送の父、原子力の父とも呼ばれる。

戦犯不起訴で巣鴨プリズン出獄後は正力松太郎がアメリカ CIA の意向に従って行動し

ていたことが早稲田大学教授の有馬哲夫が米国国立公文書館によって公開された外交機密

文書を基に明らかにされた。

c.f) 有馬哲夫『原発・正力・CIA―機密文書で読む昭和裏面史 』(新潮新書、2008)

『日本テレビと CIA 発掘された「正力ファイル」』（新潮社、2006）

* 1885 年 4 月:富山県射水郡（現射水市）生まれ。

* 旧制高岡中学（現富山県立高岡高等学校）、第四高等学校を経て、1907 年 7 月:東京帝

国大学法科大学独法科入学。重光葵（外相）、芦田均（首相・外相）、石坂泰三（経団連会

長）などが同級。柔道に打ち込んだ。

* 1911 年 7 月:同大卒業。 内閣統計局に入る(同郷の南弘の推薦による)。

* 1913 年 6 月:警視庁入庁。警視総監・安楽兼道の義理の姪と結婚。

* 1914 年 6 月:日本橋堀留署署長。1918 年 10 月:米騒動鎮圧の功により従六位に叙せられ

る。

* 1921 年 6 月:警視庁官房主事。

* 1923 年 9 月：関東大震災において「朝鮮人暴動の噂」を流布させる。1944 年、警視庁

での講演で、この虚報を「失敗だった」と発言（石井光次郎著『回想八十八年』）。10 月:

警視庁警務部長。虎ノ門事件。翌 1 月:予防できなかった責任を問われ懲戒免官。直後、摂

政宮（のちの昭和天皇）婚礼により恩赦。読売新聞の経営権を買収、社長に就任。

* 1934 年 大リーグ選抜チームを招聘、巨人軍創立。

* 1935 年 2 月:読売新聞社前で暗殺未遂。首を斬りつけられ重傷を負う。

* 1944 年 5 月:貴族院議員に勅選される。10 月:小磯内閣顧問。

* 1945 年 10 月:第 1 次読売争議。12 月:A 級戦犯として巣鴨拘置所に収容される。公職追

放。

* 1947 年 9 月:不起訴、釈放。52 年

* 1952 年 8 月:公職追放解除。10 月：日本テレビ初代社長に就任（1955 年まで）。

* 1953 年 8 月:日本テレビ放送網本放送開始。

* 1955 年 2 月:富山 2 区から衆議院議員選挙に出馬、当選。

11 月:第 3 次鳩山内閣で北海道開発庁長官兼原子力委員長。

* 1956 年 5 月:科学技術庁設置により初代長官。

* 1957 年 7 月:第 1 次岸内閣改造内閣で科学技術庁長官兼国家公安委員長。

茨城県東海村で日本初の原子力発電所稼動。

* 1962 年 財団法人日本武道館初代会長。駒澤大学より名誉博士号を授与される。

* 1964 年 勲一等旭日大綬章を受章（没後、旭日桐花大綬章追贈）。

* 1969 年 国立熱海病院で死去。










